年末・年度末の重点的な取組み
　
 　 年末に向けて、必要となる中小企業対策を適切に実施するため、次の点に重点を置いて取り組む。

　(1) セーフティネット資金貸付　（産業労働部中小企業金融課）
　　 年末の資金繰りを支援するため、セーフティネット資金による融資を継続。

　(2) 金融機関に対する訪問要請　（産業労働部中小企業金融課）
　　 金融機関を訪問し、中小企業向け融資の弾力的運用を要請。
　(3) 中小・零細企業訪問ヒアリングの実施　（産業労働部産業労働政策課）
　　 １月、７月に続き、中小・零細企業100社を訪問し、企業の実情を把握するとともに、県への要望をヒアリングし、適時・適切に対応。


　 厳しい雇用情勢が続く中、雇用保険受給期間が終了しても、就職先が見つからない求職者がたくさんいると想定されることから、以下の点に重点を置いて取り組む。
＜相談・情報提供＞

(1) ワンストップサービスデーの開催　（健康福祉部地域福祉課ほか）
　　　求職中の困窮者等がたらい回しにされることなく一つの窓口で、必要な支援にたどり着けるよう、県内18ヶ所すべてのハローワークに、自治体職員と社会福祉協議会の職員が相談窓口を設置し、就業支援と生活支援を一体的に行うワンストップサービスデーを開催（11月30日）。結果を見て定期開催に連携・協力。
(2) 求職者総合支援センターの出張相談　（産業労働部就業促進課）

　　　求職者総合支援センター(名鉄東岡崎駅前)における常設の相談窓口に加え、センター職員がハローワークに出張し、生活相談の臨時窓口を開設。（12月に県内6ヶ所で延べ8回開催予定）

　　　　ハローワーク豊橋(12月1日､11日)
ハローワーク豊川(12月3日)
ハローワーク春日井(12月7日)
ハローワーク一宮(12月9日)

ハローワーク西尾(12月17日)
ハローワーク豊田(12月18日､25日)

　(3) 年末の総合相談の実施

○緊急なんでも雇用労働相談会の開催　（産業労働部労働福祉課ほか）
（第７回）12月25日（金）名古屋市内で開催予定
○年末相談窓口の開催　（産業労働部労働福祉課）
年末、雇用労働関係の相談に応じるため、県労働福祉課において、緊急電話相談を実施

＜雇用の創出＞

(1) 緊急雇用創出事業の追加実施　（産業労働部就業促進課ほか）
　  緊急雇用創出事業の一環として、県・市町村が臨時職員の追加募集（県で約300人）など、一体となって新たな雇用を創出。
＜生活対策＞

(1) 住宅手当緊急特別措置事業の実施　（健康福祉部地域福祉課）
　　就労能力や就労意欲のある離職者で、住宅を喪失又はその恐れのある者に対し住宅手当を支給し、住宅及び就労機会の確保を支援。

(2) 生活福祉資金貸付制度の改正　（健康福祉部地域福祉課）
　　離職者等を総合的に支援するため、一時的に必要となる資金の貸付要件を緩和し、原則連帯保証人を必要としつつ、連帯保証人を確保できない者に対しても、貸付を行えるようにする。連帯保証人を確保した場合は無利子、連帯保証人を確保できない場合は年1.5％に引き下げ。
　　　(参考：貸付けの内容)
　　　　生活支援費(12ヶ月以内)：　単身世帯は月15万円以内、
二人以上の世帯は月20万円以内
　　　　住 宅 入 居 費：　敷金、礼金等賃貸契約の費用。40万円以内。
　　　　一時生活再建費：　生活を再建するために一時的に必要で、日常生活費ではまかなうことが困難な費用。60万円以内。
(3) 臨時特例つなぎ特別資金貸付　（健康福祉部地域福祉課）
　公的給付又は公的貸付制度の給付開始までの間、生活に困窮している住居のない離職者に対し、当面の生活費(１０万円以内)を貸付。
来春卒業予定の高校生の就職内定率が73.5％（１０月末現在）と前年同期と比べて大幅に減少（13.5ポイント減）し、卒業しても就職できない高校生が多数出ることが懸念されることから、次の点に重点を置いて取組む。

(1) 就職面接会の開催

　 ○就職面接会(県内全域)の開催　（産業労働部就業促進課ほか）
　 　県内全域を対象とする大規模な就職面接会を１月に追加開催。
(1月13日、名古屋国際会議場)
（参考：開催実績）
10月29日(名古屋市、参加131社･1,011人)、11月11日（豊橋市、参加39社･313人）
　 ○ミニ面接会の開催　（産業労働部就業促進課ほか）
　 　未内定者の多い地域においてミニ面接会を新たに県内4ヶ所で開催。

　　　　12月16日(水) 13:00～16:00　岡崎商工会議所

12月22日(火) 13:00～16:00　刈谷市役所

1月18日(月) 13:00～16:00　一宮地場産業ファッションデザインセンター
1月21日(木) 13:00～16:00  半田市中央公民館

(2) 求人開拓の実施　（産業労働部就業促進課ほか）
緊急雇用創出事業による各種調査事業に合わせて実施した「雇用ニーズ」調査の結果に基づき、愛知労働局と連携し求人開拓を継続実施。

(3) 求人確保の要請

　○主要経済４団体への訪問要請　（産業労働部就業促進課ほか）
主要経済団体に対し、県、教育委員会、愛知労働局の三者で求人確保について訪問要請（第2弾）を実施。

（参考）第1弾　9月8日

(4) その他

○新規中高卒者就職対策関係者連絡会議　（産業労働部就業促進課ほか）
　県、教育委員会、愛知労働局、産業界、労働界、学校関係者を構成員とする連絡会議を随時開催。

（参考：開催実績）第1回会合　11月4日開催

　○高等学校就職担当者研修会　（教育委員会高等学校教育課ほか）
　　公立・私立の高等学校就職担当者を対象に、就職未内定者に対する適切な進路指導のあり方について、愛知労働局及びハローワーク職員が講師となって研修を実施。（11月24日、住友生命ビル）
　○来春新規中学卒業者の対応　（産業労働部就業促進課ほか）
　　１月開始の選考状況を見ながら必要な取組を迅速に実施。
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